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１．職員数の推移
　本町では由良町定員適正化計画に基づき令和２年度から５年間にわたり、定
員適正化に努めてきました。
　その結果、令和７年４月１日現在で職員数は７２人となり、現行の定員適正
化計画（図表３）に示す令和７年４月１日時点の目標値である７５人を３人下
回っている状況となっています。

図表１　職員数の推移（令和２年度～令和７年度）
区　分　

部　門
職　員　数（人）

令和 2年度 令和 3年
度

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年
度

令和 7年
度

普　通　会　計

一般行政部門

議　　会 2 2 2 2 2 3

総務・企
画

17 17 16 17 19 19

税　　務 6 5 5 5 5 5

労　　働
農林水産 5 3 5 5 6 6

商　　工 2 4 3 3 3 3

土　　木 7 8 8 9 8 7

民　　生 6 6 6 6 6 4

衛　　生 5 5 5 5 5 5

一般行政部門合計 50 50 50 52 54 52

教　　育 9 8 7 7 8 8

消　　防
普通会計合計 59 58 57 59 62 60

公営企業等会計部門

病　　　院
水　　　道 4 4 4 4 4 4

下　水　道 4 4 4 4 3 3

交　　　通
そ　の　他 5 5 5 5 5 5

公営企業等会計部門合
計

13 13 13 13 12 12

総合計 72 71 70 72 74 72

※職員数は各年４月１日現在の数です。



令和 7年度
令和 6年度
令和 5年度
令和 4年度
令和 3年度
令和 2年度

68 69 70 71 72 73 74 75

図表２　職員数の推移

（単位：人）

図表３　現行の定員適正化計画（令和２年度～令和６年度）
（単位：人）

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年
度

令和 6年
度

年度当初４月１日現在 72 71 70 74 75

当該年度退職者数 5 4 0 0 1

当該年度末時点 67 67 70 74 74

翌年度採用者予定数 4 3 4 1 1

翌年度当初職員数 71 70 74 75 75



２．令和６年度の職員の状況
　令和６年４月現在の職員年齢分布を男女別にグラフ化すると、図表４のよう
になります。年代構成比では、３０歳代が多く、全体の３５．１%を占めてい
ます。今後の定年退職予定者数は、図表５のとおり、令和６年度から令和１１
年度の６年間で、４人が退職予定となっています。令和５年の改正により定年
年齢が６５歳まで段階的に引き上げられることとなり、定年退職者が少なく
なっています。

図表４　年齢別職員数の構成（令和６年４月１日現在）
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　　　　　男女構成比　　　　　　　　　　　　　年代別構成比
男性 女性
70.3% 29.7%

年齢 構成比
２０歳代以下 24.3%

３０歳代 35.2%

４０歳代 16.2%

５０歳代以上 24.3%



図表５　今後の定年退職予定者数
年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年

度
令和 11年
度 定年退職予

定者合計年齢
（令和 6年度現

在）
60歳 ― 59歳 ― 58歳 ―

定年退職
予定者数 1人 0人 2人 0人 1人 0人 4人

３．基本的な考え方
　①定員適正化目標
　　一般行政部門、教育部門等については、類似団体別職員数の範囲内を、ま
た公営企業等会計部門については事務量による所用の人員を定員管理の適正
化の目標職員数とします。
　②今後の定員適正化手法の概要
　　事務の合理化、事業等の見直しを図り、将来にわたって職員の年齢構成の
バランスを確保するため、最低限の新規採用を行ってまいります。
　　また、定年延長者による早期の退職、又は定年前短時間勤務再任用への転
換が行われれば、採用者の増員で対応します。
　　経済性・効率性など総合的に判断して民間委託が効果的である業務につい
ては、民間委託の推進を図り、増員を必要とする部署については、内部異動
で補うとともに、必要に応じて会計年度任用職員の活用を図ってまいります。
　③計画の見直し
　　定年延長に伴う早期退職者の増加、国等の動向、情勢の変化に応じて計画
の見直しを行います。
　　なお、計画期間は、令和７年４月１日から令和１２年３月３１日までの５
年間とします。
４．定員適正化の数値目標
　令和６年４月１日現在の職員数７４人を基準として、計画年度後の令和１２
年度当初の職員数目標値を、１人増員の７５人とし、定員の適正化を図ります。



（図表６、７）

図表６　定員適正化計画（令和７年度～令和１１年度）
（単位：人）　

図表７　計画期間年度別・部門別職員数
区　分　

部　門 類似
団体

職　員　数（人）
基準年
度
令和 6

年度

計画年度 目標
令和 7年
度

令和 8年
度

令和 9年
度

令和 10年
度

令和 11年
度

令和12年
度

一般行政部門

議　　会 1 2 3 3 3 3 3 3

総務・企
画

19 19 19 19 19 19 19 20

税　　務 4 5 5 5 5 5 5 5

労　　働
農林水産 6 6 6 6 6 6 6 6

商　　工 2 3 3 3 3 3 3 3

土　　木 5 8 7 7 7 7 7 7

民　　生 17 6 4 4 4 5 5 5

衛　　生 6 5 5 6 6 6 6 6

一般行政部門合
計

61 54 52 53 53 54 54 55

教　　育 11 8 8 8 8 8 8 8

基準年度 計画年度
令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年

度
令和 11年
度

年度当初 4月 1日
現在 74 72 73 73 74 74

当該年度退職者
数 7 0 2 0 1 0

当該年度末時点 67 72 71 73 73 74
翌年度採用予定

数 5 1 2 1 1 1

翌年度当初職員
数 72 73 73 74 74 75



普　
通　
会　
計

消　　防 1

普通会計合計 73 62 60 61 61 62 62 63

公営企業等会計部門

病　　　院
水　　　道 4 4 4 4 4 4 4

下　水　道 3 3 3 3 3 3 3

交　　　通
そ　の　他 5 5 5 5 5 5 5

公営企業等会計部門合
計

12 12 12 12 12 12 12

総合計 74 72 73 73 74 74 75


